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[bookmark: _Toc127710280]１ 公募要領等に関する質問等に関する書類
公募要領の「第４章募集手続き等に関する事項」に従い、必要に応じて、以下の書類を提出すること。
	書類番号
	[bookmark: _Hlk127209710]様式
番号
	書類名

	１
	１－１
	守秘義務の遵守に関する誓約書

	２
	１－２
	公募要領等に関する質問書



[bookmark: _Toc127710281][bookmark: _Hlk127885185]２ 参加資格確認申請に関する書類
以下の書類を書類番号順にA4判縦長左綴じファイルに綴じ、正本１部を提出すること。
各ファイルの表紙及び背表紙に「ピアザ淡海利活用事業 参加資格確認申請書類」、「代表企業名又は応募グループ名」を明記すること。また、各様式及び代表企業及び構成企業ごとに仕切りインデックスカードを入れ見出しを記載すること。
あわせて、全ての書類について電子記録媒体に保存したPDFデータも提出すること。
	書類番号
	様式
番号
	書類名

	１
	２－１
	参加資格確認申請書

	２
	２－２
	応募グループの構成・役割分担表

	３
	２－３
	委任状

	４
	任意
	事業者の概要（直近３年間の実績が分かるもの）

	５
	任意
	履歴事項全部証明書
・参加資格確認申請書の提出日において発行後３か月を経過していないもので、原本または写しのいずれかを提出すること。

	６
	２－４
	使用印鑑届出書
・実印に代わる印鑑を契約等で使用する場合、本様式を提出すること。

	７
	任意
	代表企業及び構成企業の直近３年分の各決算書




[bookmark: _Toc127710282]３ 構成企業変更及び辞退に関する書類
参加資格確認申請書提出後に構成企業を変更する場合は、構成企業変更承認願（様式３-１）を提出すること。
参加資格確認申請書提出後に参加を辞退する場合は、辞退届（様式３-２）を提出すること。
	書類番号
	様式
番号
	書類名

	１
	３－１
	構成企業変更承認願

	２
	３－２
	辞退届



[bookmark: _Toc127710283]４ 企画提案に関する書類
（１）記載内容
①明確かつ具体的に記述すること。
②造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の箇所に定義を記述すること。
③他の様式や補足資料に関連する事項が記載されている等、参照が必要な場合には、該当するページを記載すること。
④提案書類に用いる言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第51号）に定めるもの、通貨単位は日本円、時刻は日本標準時とすること。

（２）書式等
①使用する用紙は、各様式の指定に従うこと。指定がない場合は、A4縦長横書き片面または、A3横長横書き片面とすること。
②図面等を除き、提出書類で使用する文字の大きさは、10.5ポイント以上とし、上下左右に20㎜程度の余白を設定すること。
③ページ数に制限がある場合は、それを遵守すること。
④各様式における記載内容が複数ページにわたるときは、右肩に番号を振ること。（例［1/3］）
⑤図表等は適宜使用して構わないが、既定のページ数に含めること。

（３）提出方法
①企画提案書
正本は、書類番号１～14を１部提出すること。
副本は、書類番号７～14を20部提出すること。
正本、副本ともに、書類番号順にA4判縦長左綴じファイルに綴じること。なお、A3の様式は、A4ファイルに折り込むこと。また、書類番号ごとにインデックスカードを入れて見出しを記載すること。
書類番号７～14は、正本・副本ともに代表企業及び構成企業等の名称が類推できるような記載を行わないこと。代表企業及び構成企業等の名称の記載方法は、書類番号５「（様式４－５）企業名対応表」に従うこと。

②電子記録媒体
1. 企画提案書と同じ内容を保存した電子記録媒体を提出すること。
形式は、原則としてMicrosoft Word及びMicrosoft Excel形式とすること。ただし、図面等でこれが困難であるものについては、データの読み取り及びコピー、印刷が可能なPDFファイル形式によること。
計算の数式が入ったExcelを提出する場合は、計算の数式算式やほかのシートとのリンク等を残し、計算過程が明らかな状態で提出すること。
ファイル名は、代表企業名又は応募グループ名と様式番号を記載し、閲覧しやすいよう配慮したフォルダの構成とすること。

	書類番号
	様式
番号
	書類名
	規格
	ページ数上限
	部数

	（１）提案書類

	１
	４－１
	企画提案書提出届
	A4縦
	１
	正本
１部

	２
	４－２
	土地の貸付料に係る価格提案書
	A4縦
	適宜
	

	３
	４－３
	建物売却に係る価格提案書
	A4縦
	適宜
	

	４
	４－４
	賃借料に係る価格提案書
	A4縦
	適宜
	

	５
	４－５
	企業名対応表
	A4縦
	適宜
	

	６
	４－６
	その他社会政策面での取組み資料
	任意
	適宜
	

	（２）企画提案書

	７
	５－１
	事業実施方針に関する提案
	A3横
	２
	正本
１部
副本
20部

	８
	５－２
	施設計画に関する提案
	A3横
	３
	

	９
	５－３
	施工計画に関する提案
	A3横
	１
	

	10
	５－４
	運営計画に関する提案
	A3横
	３
	

	11
	５－５
	地域貢献に関する提案
	A3横
	１
	

	（３）図面集等

	12
	６－１
	各階平面図
	A3横
	適宜
	正本
１部
副本
20部

	13
	６－２
	長期収支計画書
	任意
	適宜
	

	14
	６－３
	[bookmark: _Hlk129944636]ＳＰＣ設立の事業実施計画書
	任意
	適宜
	



1
3
[bookmark: _Toc472617827]（様式１－１）
守秘義務の遵守に関する誓約書

令和７年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様　

所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　ピアザ淡海利活用事業（以下「本事業」という。）に係る事業者公募（以下「本公募」という。）における既存施設等の資料（以下「本資料」という。）について、下記事項を遵守し、知り得た情報については秘密を保持することを誓約します。

記
第１（利用の目的）
当社は、本事業への応募を検討する目的（以下「本目的」という）のためにのみ、本資料の開示を受けるものであり、本目的以外の目的のために本資料を利用しません。

第２（定義）
本誓約書における知り得た情報とは 文章、口頭、電磁的記録その他方法の如何を問わず、ピアザ淡海あり方検討会議から当社に対し公募要領等に関連して開示された、すべての技術上および営業上の資料、図書、知識、データ、ノウハウその他一切の情報を意味するものとします。
また、本誓約書の内容、入札検討の成果も守秘情報として取り扱うものとします。
ただし、次のいずれかに該当するものについては 守秘情報より除外されるものとします。
（１）ピアザ淡海あり方検討会議から開示を受ける前に、既に当社が保有していたもの
（２）ピアザ淡海あり方検討会議から開示を受ける前に、既に公知または公用となっていたもの 
（３）ピアザ淡海あり方検討会議から開示を受けた後に、当社の責によらず公知または公用となったもの 
（４）正当な権限を有する第三者から当社が守秘義務を負うことなく適法に入手したもの 
（５）ピアザ淡海あり方検討会議から開示を受けた情報によらず、当社が独自に開発したもの 

第３（秘密の保持）
　１．当社は、守秘情報について厳に秘密を守り、ピアザ淡海あり方検討会議の文書による事前の承認なくして第三者にこれを開示または漏洩しないことを確約します。またこれらの守秘情報を自らもしくは第三者の利益のために使用しないことを確約します。 
２．前項に関わらず、当社は入札検討のため 次の者に対し守秘情報を開示することができるも
　　のとします。なお、当社は次の者に対して本誓約書に基づく守秘義務を遵守させることについて、一切の責任を負うものとしピアザ淡海あり方検討会議に何ら迷惑を掛けないものとします。 
（１）自らの親会社、関連会社、取締役、監査役
（２）本公募検討のために選任する公認会計士、税理士、弁護士、司法書士その他の専門家
（３）本公募検討のために当社が指定する者
３．法令等により政府機関その他の公的機関に対して守秘情報を開示することが要求される場合には、当社は当該開示を行う場合があります。ただしその場合、当社は出来る限り事前にピアザ淡海あり方検討会議にその旨を通知し、かつ情報が守秘されるよう合理的な努力をします。

第４（善管注意義務）
当社は、善良なる管理者の注意をもって、秘密情報が本書に反して開示・漏洩されないように措置を講じるものとします。

第５（情報の返還・破棄）
当社は、ピアザ淡海あり方検討会議から請求のあった時は、ピアザ淡海あり方検討会議の指示に従い直ちに秘密情報の返還または破棄を行うものとします。

第６（損害賠償）
当社及び当社より秘密情報を開示した第三者が故意または過失により本誓約書の各条項に違反し、これに基因して滋賀県、地方職員共済組合滋賀県支部、滋賀県市町村職員共済組合、公益財団法人滋賀県市町村振興協会、滋賀県市町村職員研修センターに損害を与えた場合には、当社はその一切の損害を賠償する責めを負うものとします。

第７（期間）
本誓約書に定める秘密の保持は、当社が本事業の応募に応じない場合及び応募に応じ優先交渉事業者もしくは次点交渉事業者にならなかった場合であっても、存続するものとします。

第８（秘密情報の内容）
当社はピアザ淡海あり方検討会議が秘密情報の内容の正確性・真正性・完全性について何等の保証を行うものではないことを了承します。

第９（協議）
本書に定めのない事項、あるいは本書に関し疑義が生じた事項については、誠意をもって協議の上、解決を図るものとします。

以上

（様式１－２）

公募要領等に関する質問書

令和　年　　月　　日 

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様　

　ピアザ淡海利活用事業に係る公募要領等に関し、次のとおり質問します。

	質
問
者
	法人名
	

	
	所在地
	

	
	担当者名
	

	
	担当者所属・役職
	

	
	電話
	

	
	メールアドレス
	



	番号
	資料名
	タイトル
	該当箇所 （見出し記号）
	質問

	
	
	
	頁
	1章
	１
	(１)
	①
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	


注１）資料名は、公募要領、様式集等、該当するものを記載すること。
注２）タイトル欄は、該当資料の該当箇所のタイトルを記載すること。
注３）該当箇所欄は、１箇所のみ記載すること。複数の箇所に関連する場合は、最も関連する１箇所を選択して記載すること。
注４）１行に対し、できるだけ１つの質問を記載すること。質問の内容の他、質問の意図・背景についても記載すること。文章はできるだけ、簡潔なものとすること。
注５）行が不足する場合には、適宜増やすこと。また、質問は、資料中に現れる順に記載すること。


[bookmark: _Hlk127711086]（様式２－１）

参加資格確認申請書

令和７年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様　

応募グループ名　　　　　　　　　　　　　　　

（代表企業）実印

所在地
商号又は名称
代表者職氏名


[bookmark: _Hlk127890071]　令和７年10月31日付けで公表されたピアザ淡海利活用事業に係る事業者公募の参加に際し資格等確認されたく、公募要領に基づく書類を添えて申請します。
　なお、公募要領「第３章 ２ (２) 参加資格要件」を満たしている者であること及び添付書類の内容については真実と相違ないことを誓約します。
　また、本誓約に違反した場合は、当事業者の本公募の参加資格が停止されることに同意します。その際、当事業者が本公募に関して要した費用について、ピアザ淡海あり方検討会議に賠償を求めることはありません。


 

（様式２－２）

応募グループの構成・役割分担表
印

	１．代表企業　
	応募者における役割：

	所在地：

	商号又は名称：

	代表者職氏名：

	２．構成企業　
	応募者における役割：

	所在地：印


	商号又は名称：

	代表者職氏名：

	３．構成企業　
	応募者における役割：印


	所在地：

	商号又は名称：

	代表者職氏名：

	４．構成企業　
	応募者における役割：

	所在地：

	商号又は名称：

	代表者職氏名：

	５．構成企業　
	応募者における役割：

	所在地：印


	商号又は名称：

	代表者職氏名：


注）応募者が複数の法人で構成されるグループの場合は、応募者における役割の欄に、ピアザ淡海利活用事業の遂行に必要な役割を定め、記載すること。本公募に単一の法人で応募する場合は、この表の記載不要である。


（様式２－３）

委任状

令和７年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様

委任者（構成企業）実印

所在地
商号又は名称
代表者職氏名


私は、ピアザ淡海利活用事業に係る事業者公募に関し、次に掲げる事項について下記の者を私の代理人と定めます。
なお、代表企業は各構成企業をとりまとめ、事業者公募に係る一切の責任を負うとともに、受注者に選定された場合は、業務の遂行及びそれに伴う当応募グループが負担する債務の履行に関し、一切の責任を負うものとします。

受任者（代表企業）実印

所在地
商号又は名称
代表者職氏名


（１）本事業の参加資格確認申請について
（２）本事業の企画提案書の提出について
（３）本事業の参加辞退について


　注）応募グループの構成企業ごとに提出すること。



（様式２－４）

使用印鑑届出書

令和７年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様

届出者職印

所在地
商号、名称又は営業所
役職名
氏名


私は、ピアザ淡海利活用事業に係る事業者公募の参加にあたり、次に掲げる事項について使用する印鑑を届け出ます。

（１）本事業の参加資格確認申請について
（２）本事業の企画提案書の提出について
（３）本事業の参加辞退について
（４）契約の締結、変更及び解除について
（５）契約金の請求及び受領について
（６）契約保証金の納付、還付請求及び受領について


	使用社印
	使用印鑑

	
	




注）応募グループの構成企業ごとに提出すること。


（様式３－１）

構成企業変更承認願

令和　年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様

応募グループ名　　　　　　　　　　　　　　

（代表企業）
所在地実印

商号又は名称
代表者職氏名


ピアザ淡海利活用事業に係る事業者公募について、参加資格確認申請に関する書類のうち「（様式２－２）応募グループの構成・役割分担表」に記載した内容の一部変更について、承認願います。
なお、公募要領に定められた応募者に関する条件を満たしていること並びに本承認願の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

	変更内容
	

	変更理由
	


注）変更する参加資格確認申請時の提出書類をすべて添付すること。


（様式３－２）
辞退届

令和　年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様　

応募グループ名　　　　　　　　　　　　　　　

（代表企業）実印

所在地
商号又は名称
代表者職氏名


ピアザ淡海利活用事業に係る事業者公募について、以下の理由より参加を辞退します。

	辞退理由
	





企画提案書　表紙









ピアザ淡海利活用事業

企　画　提　案　書











正本※注１
(応募グループ名※注２)







注１）「正本」もしくは「副本」を記載すること。
注２）正本の場合は「応募グループ名」または「代表企業名（単一の法人で応募する場合）」を記載し、副本の場合は空白とすること。



（様式４－１）

企画提案書提出届

令和　年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様

応募グループ名　　　　　　　　　　　　　　　

（代表企業）実印

所在地
商号又は名称
代表者職氏名

（担当者）
所属部署
氏名
役職
電話番号
メールアドレス

ピアザ淡海利活用事業公募要領等に基づき、企画提案書を提出します。なお、企画提案書の記載事項及び添付書類について、事実と相違ないことを誓約します。
また、企画提案書の内容は、公募要領等に定められている事業条件を満たすことを誓約します。




（様式４－２）

土地の貸付料に係る価格提案書

令和　年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様

実印

所在地
商号又は名称
代表者職氏名


　ピアザ淡海利活用事業における土地の使用にあたり、滋賀県に支払う貸付料（年額）を以下のとおり提案します。


	項目
	金額・期間等

	提案貸付料
	
	円/年（非課税）

	貸付期間
	
	年
	
	か月




注１）提案貸付料は、貸付基準額以上の価格を提案すること。
注２）貸付期間は、35年または、49年11か月のいずれかを選択し提案すること。



（様式４－３）

建物売却に係る価格提案書

令和　年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様

実印

所在地　　
商号又は名称　　　　
代表者職氏名　


　ピアザ淡海利活用事業における建物売却にあたり、区分所有者に支払う売却価格を以下のとおり提案します。


	項目
	金額

	提案売却価格
	
	円（税抜）




注１）提案売却価格は、売却基準額以上の価格を提案すること。


（様式４－４）

賃借料に係る価格提案書

令和　年　　月　　日

ピアザ淡海あり方検討会議　委員長　東 勝　様

実印

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　


　ピアザ淡海利活用事業における施設の使用にあたり、自治研修センターとして滋賀県および滋賀県市町村職員研修センターが事業者に支払う賃借料（年額）を以下のとおり提案します。


	項目
	金額・期間等

	提案賃借料
	
	円/年（税抜）

	賃借面積
	
	㎡

	賃借単価
	
	円/㎡・年



算定式　（提案賃借料）＝（賃借面積）×（賃借単価）

注１）賃借単価は、賃借基準額以下の単価を提案すること。
注２）賃借面積が1,689.56㎡を超える場合でも、提案賃借料は1,689.56㎡×2,700円の範囲内に収めるよう提案すること。
注３）消費税及び地方消費税、共益費は別途加算するため提案賃借料に含めないこと。


（様式４－５）

企業名対応表

	
	区分
	商号又は名称
	提案書記載名

	例
	代表企業
	株式会社〇〇〇
	ディベロッパー

	
	構成企業
	株式会社〇〇〇
	建設企業Ａ

	
	協力企業
	株式会社〇〇〇
	建設企業Ｂ

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	


注１）「代表企業」「構成企業」のいずれかを記入すること。いずれにも属さない企業は「協力企業」と記入すること。
注２）記入欄が足りない場合は、追加すること。


（様式４－６）

その他社会政策面での取り組み確認資料

注）ワーク・ライフ・バランス、高齢者雇用、障がい者雇用、女性活躍推進、環境マネジメントの取組を行っている場合は、それを証する書類の写しを提出すること。

（規格含め任意様式）





（様式５－１）
事業実施方針に関する提案
	




（様式５－２）
施設計画に関する提案
	




（様式５－３）
施工計画に関する提案
	




（様式５－４）
運営計画に関する提案
	


（様式５－５）
地域貢献に関する提案
	




（様式６－１）

各階平面図

（A3横、任意様式）



（様式６－２）
長期収支計画書

（規格含め任意様式）



（様式６－３）
ＳＰＣ設立の事業実施計画書

注）ＳＰＣを設立する場合は、提出すること。

（規格含め任意様式）


